
１．平成17年11月期の業績（平成16年12月１日～平成17年11月30日） 

  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  57円44銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成17年11月期 個別財務諸表の概要 
平成17年12月22日

会社名 株式会社オプトエレクトロニクス 上場取引所 JASDAQ 

コード番号 6664 本社所在都道府県 埼玉県 

(URL http://home.opto.co.jp) 

代表者 役職名 代表取締役社長 

  氏名 俵 政美 

問い合わせ先 責任者役職名 取締役会長     

  氏名 志村 則彰 ＴＥＬ （０４８）４４６－１１８１（代表） 

決算取締役会開催日 平成17年12月22日 中間配当制度の有無  有 

配当支払開始予定日 平成18年2月20日 定時株主総会開催日 平成18年2月17日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 100株）     

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益又は経常損失 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年11月期 5,996 (△3.6) △7 (－) △103 (－)

16年11月期 6,217 ( 26.6) 337 ( 152.3) 135 (－)

 
当期純利益又は当期純

損失（△） 

１株当たり当期純利益又

は当期純損失（△） 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年11月期 △81 (－) △15 85 － － △3.4 △1.2 △1.7

16年11月期 51 (－) 12 26 11 40 2.8 1.7 2.2

（注）①期中平均株式数 17年11月期 5,113,000株 16年11月期 4,191,688株

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率  中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年11月期 2 50 － － 2 50 13 － 0.5

16年11月期 2 50 － － 2 50 12 20.4 0.5

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年11月期 8,657 2,419 27.9 463 19

16年11月期 9,114 2,347 25.8 482 73

（注）①期末発行済株式数 17年11月期 5,223,000株 16年11月期 4,863,000株

②期末自己株式数 17年11月期 －株 16年11月期 －株

２．平成18年11月期の業績予想（平成17年12月１日～平成18年11月30日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 3,450  150  110  － －  ―  ― 

通 期 7,200  400  300   ― 2 50 2 50
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６．個別財務諸表等 
(1）貸借対照表 

    
第29期 

（平成16年11月30日） 
第30期 

（平成17年11月30日） 
対前年比

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

（資産の部）                 

Ⅰ 流動資産                 

１．現金及び預金     2,437,598     1,387,376     

２．受取手形     369,605     315,149     

３．売掛金 ※3   1,740,575     1,643,329     

４．製品     633,771     632,367     

５．原材料     910,834     912,800     

６．仕掛品     23,447     11,478     

７．貯蔵品     5,348     4,350     

８．前払費用     7,416     13,393     

９．繰延税金資産     105,832     149,271     

10．未収入金     216,010     195,742     

11．その他     4,173     2,491     

貸倒引当金     △15,974     △9,000     

流動資産合計     6,438,641 70.6   5,258,751 60.7 △1,179,890 

Ⅱ 固定資産                 

１．有形固定資産                 

(1) 建物 ※1 985,080     976,567       

減価償却累計額   394,944 590,135   435,147 541,420     

(2) 構築物   43,947     42,519       

減価償却累計額   32,079 11,868   32,311 10,207     

(3) 機械装置   78,758     122,530       

減価償却累計額   27,206 51,552   42,844 79,686     

(4) 車両運搬具   23,114     21,631       

減価償却累計額   13,262 9,851   14,372 7,258     

(5) 工具器具及び備品   1,254,310     1,449,398       

減価償却累計額   939,881 314,429   1,132,425 316,973     

(6) 土地 ※1   877,272     1,227,960     

(7) 建設仮勘定     120,959     194,625     

有形固定資産合計     1,976,068 21.7   2,378,132 27.5 402,063 
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第29期 

（平成16年11月30日） 
第30期 

（平成17年11月30日） 
対前年比

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

２．無形固定資産                 

(1) 借地権     －     222,840     

(2) ソフトウェア     147,247     78,684     

(3) その他     3,971     3,971     

無形固定資産合計     151,218 1.7   305,495 3.5 154,276 

３．投資その他の資産                 

(1) 投資有価証券     30,393     42,011     

(2) 関係会社株式     436,278     436,278     

(3) 出資金     20     20     

(4) 保険積立金     34,236     38,846     

(5) 長期前払費用     4,933     6,833     

(6) 敷金保証金     －     149,368     

(7) 繰延税金資産     35,051     41,567     

(8) その他     7,338     －     

投資その他の資産合
計 

    548,252 6.0   714,925 8.3 166,672 

固定資産合計     2,675,540 29.4   3,398,552 39.3 723,012 

資産合計     9,114,181 100.0   8,657,304 100.0 △456,877 

                  

（負債の部）                 

Ⅰ 流動負債                 

１．支払手形     1,546,265     1,293,389     

２．買掛金     647,308     426,504     

３．短期借入金 ※1   246,700     700,000     

４．１年以内返済予定の
長期借入金 

※1   1,268,793     871,848     

５．１年以内償還予定の
社債 

    48,000     48,000     

６．未払金     103,841     136,539     

７．未払費用     143,753     153,761     

８．未払法人税等     6,070     14,667     

９．預り金     8,372     6,875     

10．設備関係支払手形     138,179     83,644     

流動負債合計     4,157,285 45.6   3,735,229 43.2 △422,055 

 

- 3 -



    
第29期 

（平成16年11月30日） 
第30期 

（平成17年11月30日） 
対前年比

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

Ⅱ 固定負債                 

１．社債     1,080,000     1,032,000     

２．長期借入金 ※1   1,529,393     1,470,817     

固定負債合計     2,609,393 28.6   2,502,817 28.9 △106,576 

負債合計     6,766,678 74.2   6,238,046 72.1 △528,631 

                  

（資本の部）                 

Ⅰ 資本金 ※2   671,830 7.4   750,850 8.7 79,020 

Ⅱ 資本剰余金                 

１. 資本準備金   676,830     755,850       

２. その他資本剰余金                  

    自己株式処分差益   440     440       

資本剰余金合計     677,270 7.5   756,290 8.7 79,020 

Ⅲ 利益剰余金                 

１．利益準備金   16,467     16,467       

２．任意積立金                 

  別途積立金   30,779     30,779       

３．当期未処分利益   948,290     855,091       

利益剰余金合計     995,537 10.9   902,338 10.4 △93,199 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

※4   2,866 0.0   9,778 0.1 6,912 

資本合計     2,347,503 25.8   2,419,257 27.9 71,753 

負債・資本合計     9,114,181 100.0   8,657,304 100.0 △456,877 
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(2）損益計算書 

    
第29期 

（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

対前年比

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減
（千円） 

Ⅰ 売上高 ※1   6,217,941 100.0   5,996,055 100.0 △221,886 

Ⅱ 売上原価                 

 １．期首製品たな卸高   644,338     633,771       

 ２．当期製品製造原価   3,974,085     3,803,064       

   合計   4,618,424     4,436,836       

 ３．他勘定振替高 ※2 31,367     24,612       

 ４．期末製品たな卸高   633,771 3,953,285 63.6 632,367 3,779,856 63.0 △173,429 

売上総利益     2,264,656 36.4   2,216,199 37.0 △48,456 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4   1,927,099 31.0   2,223,307 37.1 296,208 

営業利益又は営業損
失（△） 

    337,556 5.4   △7,108 △0.1 △344,665 

Ⅳ 営業外収益                 

１．受取利息   142     129       

２．保険収入   68     －       

３．還付加算金   764     123       

４．償却債権取立益   900     1,000       

５．手数料収入   432     125       

６. 家賃収入   657     522       

７．受取賠償金   －     285       

８．その他   195 3,161 0.1 167 2,354 0.0 △807 

Ⅴ 営業外費用                 

１．支払利息   55,800     43,390       

２．社債利息   3,875     4,522       

３．新株発行費償却   24,662     1,390       

４．社債発行費償却   36,750     －       

５．たな卸資産除却損   34,030     38,650       

６．たな卸資産評価損   30,890     1,086       

７．固定資産除却損   16,200     1,064       

８．固定資産売却損   16     54       

９．その他   2,525 204,749 3.3 8,151 98,310 1.6 △106,439 

経常利益又は経常損
失（△） 

    135,968 2.2   △103,064 △1.7 △239,032 
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第29期 

（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

対前年比

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減
（千円） 

Ⅵ 特別利益                 

１．土地売却益   7,105     －       

２．固定資産売却益 ※5 －     945       

３．貸倒引当金戻入益   － 7,105 0.1 1,000 1,945 0.0 △5,159 

Ⅶ 特別損失                 

１．固定資産除却損 ※6 9,400     27,494       

２．投資証券評価損   2,000     －       

３．ソフトウェア除却損   9,002     －       

４．子会社整理損   19,227 39,629 0.6 － 27,494 0.5 △12,135 

税引前当期純利益又
は税引前当期純損失
（△） 

    103,443 1.7   △128,612 △2.2 △232,056 

法人税、住民税及び
事業税 

  2,931     7,087       

法人税等調整額   49,131 52,062 0.9 △54,659 △47,571 0.8 △99,633 

当期純利益又は当期
純損失（△） 

    51,380 0.8   △81,041 △1.4 △132,421 

前期繰越利益     896,909     936,132     

当期未処分利益     948,290     855,091     
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製造原価明細書 

（注）※１．主な内訳は、次のとおりであります。 

   ※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

    
第29期 

（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

対前年比 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減 
（千円） 

Ⅰ 材料費   2,217,581 55.2 2,211,541 57.8 △6,040 

Ⅱ 労務費   242,164 6.0 239,339 6.3 △2,824 

Ⅲ 経費 ※1 1,556,764 38.8 1,371,843 35.9 △184,921 

当期製造費用   4,016,510 100.0 3,822,724 100.0 △193,785 

期首仕掛品たな卸高   34,200   23,447   △10,753 

合計   4,050,710   3,846,172   △204,538 

期末仕掛品たな卸高   23,447   11,478   △11,968 

他勘定振替高 ※2 53,177   31,628   △21,548 

当期製品製造原価   3,974,085   3,803,064   △171,021 

              

原価計算の方法 原価計算の方法 

原価計算の方法は、個別原価計算

を採用しております。 

同左 

  
第29期 

（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

外注加工費 1,323,521 1,149,144

減価償却費 171,843 152,428

  
第29期 

（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

研究開発費 6,469 10,838

原材料評価損 24,907 1,086

原材料除却損 19,231 18,552

その他 2,568 1,150

合計 53,177 31,628
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(3）利益処分案 

    
第29期 

（株主総会承認日 
平成17年2月17日）  

第30期 
（株主総会承認予定日 
平成18年2月17日）  

対前年比

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 
増減
（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     948,290   855,091 △93,199 

Ⅱ 利益処分額             

配当金   12,157 12,157 13,057 13,057 900 

Ⅲ 次期繰越利益     936,132   842,034 △94,098 
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重要な会計方針 

項目 
第29期 

（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

  移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1) 子会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

 時価法を採用しております。 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 製品・仕掛品 

  個別法に基づく原価法を採用してお

ります。 

(1) 製品・仕掛品 

同左 

  (2) 原材料 

  移動平均法に基づく原価法を採用し

ております。 

(2) 原材料 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

   建物        ２～50年 

   機械装置      ２～11年 

   工具器具及び備品  ２～15年 

(1) 有形固定資産 

      同左 

  

  

  

  

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 なお、市場販売目的のソフトウェア

については、販売可能な見込有効期間

に基づく定額法、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用可

能期間に基づく定額法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

均等償却を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 
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項目 
第29期 

（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

５ 繰延資産の処理方法  (1)社債発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 (1)社債発行費 

 ───────────  

   (2)新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 (2)新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 １ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。金利スワップについて特例処理の

条件を充たしている場合には特例処理

を採用しております。 

１ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ２ ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段・・・金利スワップ 

   ヘッジ対象・・・借入金の利息 

２ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ３ ヘッジ方針 

金利リスク低減のため、対象債務の

範囲内でヘッジを行っております。 

なお、基本的にデリバティブ取引は

行わないこととしており、投機的な取

引は行わない方針としております。 

３ ヘッジ方針 

同左 

  ４ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価しております。 

４ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 
第29期 

（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 
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表示方法の変更 

追加情報 

第29期 
（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

  

 前期まで、営業外収益の「その他」に含めて表示して

いた「還付加算金」は、営業外収益の合計額の100分の 

10を超えることとなったため区分掲載することに変更し

ました。 

 なお、前期における「還付加算金」の金額は105千円

であります。  

  

 前期まで、投資その他の資産益の「その他」に含めて

表示していた「敷金保証金」は、投資その他の資産の合

計額の100分の10を超えることとなったため区分掲載す

ることに変更しました。 

 なお、前期における「敷金保証金」の金額は7,338千

円であります。  

  前期まで、営業外収益の「その他」に含めて表示し

ていた「家賃収入」は、営業外収益の合計額の100分の 

10を超えることとなったため区分掲載することに変更し

ました。 

 なお、前期における「家賃収入」の金額は138千円で

あります。  

  

  

  

第29期 
（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

         ───────────  （外形標準課税の計上方法）  

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が8,122千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が8,122

千円減少しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第29期 
（平成16年11月30日） 

第30期 
（平成17年11月30日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 422,043千円

土地 469,652 

計 891,695 

建物  407,380千円

土地    469,652 

計 877,033 

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 16,700千円

１年以内返済予定の長期借入金 667,965 

長期借入金 662,513 

計 1,347,178 

                   

１年以内返済予定の長期

借入金 
      389,476千円

長期借入金       552,477  

合計 941,953  

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数    普通株式 15,000,000株 

   発行済株式総数 普通株式  4,863,000株 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数    普通株式  15,000,000株 

   発行済株式総数 普通株式  5,223,000株 

  

※３ 関係会社項目 

   関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか以下のものがあります。 

※３ 関係会社項目 

   関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか以下のものがあります。 

流動資産 売掛金 591,967千円 流動資産 売掛金   465,528千円 

 ※４ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が2,866千円

増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

  

 ５ 当期中の発行済株式数の増加 

  発行形態       有償一般募集 

  

  発行年月日    平成16年11月17日 

  

  発行株式数        700,000株 

  発行価格               1,480円 

  資本組入額           595円 

  

 ※４ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が9,778千円

増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

  

 ５ 当期中の発行済株式数の増加 

  発行形態  新株予約権の行使 

     （ストックオプション） 

  発行年月日  自 平成16年12月１日 

       至 平成17年11月30日 

  発行株式数          360,000株  

  発行価格             439円 

  資本組入額           219.5円 
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（損益計算書関係） 

第29期 
（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

売上高 1,991,989千円 売上高  1,878,849千円

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

貯蔵品 7,289千円 

たな卸資産評価損   5,982  

たな卸資産除却損 14,798  

その他 3,296  

計 31,367  

貯蔵品     4,514 千円 

たな卸資産評価損 －  

たな卸資産除却損 20,098  

その他 －  

計  24,612  

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は37％、一

般管理費の割合がおおよそ63％であります。 

    主な費目及び金額は次のとおりであります。 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は34.3％、

一般管理費の割合がおおよそ65.7％であります。 

    主な費目及び金額は次のとおりであります。 

従業員給与 253,057千円

従業員賞与   68,872 

研究開発費 965,144 

賃借料 14,332 

減価償却費 88,131 

役員報酬 123,009 

法定福利費 42,299 

貸倒引当金繰入額   2,440 

従業員給与      242,096千円

従業員賞与 64,297 

研究開発費 1,281,091 

賃借料 23,641 

減価償却費 87,884 

役員報酬 151,428 

法定福利費 39,370 

※４ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれている研究開発費の総額 

※４ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれている研究開発費の総額 

965,144千円 1,281,091千円 

    

※５     ─────────── 

  

※５ 固定資産売却益 

   費目及び金額は次のとおりであります。 

      本庄分室 建物及び建物付属設備  945千円  

※６ 固定資産除却損は未実施の建設設計図費用であり

ます。 

   費目及び金額は次のとおりであります。 

※６ 固定資産除却損は未実施の建設設計図費用であり

ます。 

   費目及び金額は次のとおりであります。 

  川口事業所 第２次増築計画設計費 4,150千円 

  蕨新工場 新築計画設計費      5,250千円   

  

  蕨開発センター新築計画設計費   17,580千円 

  金型                9,590千円 

  その他                   323千円   
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① リース取引 

第29期 
（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置 2,850 2,748 101

工具器具及び
備品 

13,196 11,002 2,194

ソフトウェア 23,419 15,797 7,621

合計 39,466 29,547 9,918

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置 － － －

工具器具及び
備品 

5,403 4,726 677

ソフトウェア 20,054 16,900 3,154

合計 25,458 21,626 3,831

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,341千円

１年超 4,048千円

合計 10,390千円

１年内    4,048千円

１年超     －千円

合計      4,048千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 9,144千円

減価償却費相当額 8,421千円

支払利息相当額 428千円

支払リース料      6,544千円

減価償却費相当額     6,086千円

支払利息相当額    187千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

- 15 -



② 有価証券 

 前事業年度（自平成15年12月1日 至平成16年11月30日）及び当事業年度（自平成16年12月1日 至平成17年11月

30日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

③ 税効果会計 

第29期 
（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

（単位：千円） 

繰延税金資産 

（単位：千円） 

繰延税金資産 

たな卸資産評価損 51,961

繰越欠損金 46,255

投資有価証券評価損 6,245

貸倒引当金繰入超過額 2,430

減価償却費超過額 30,757

その他 5,184

繰延税金資産計 142,835

たな卸資産評価損              40,348

繰越欠損金                    4,049

投資有価証券評価損            6,245

研究開発費         84,565

減価償却費超過額              41,978

その他             20,307

繰延税金資産計 197,495

繰延税金負債 繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △1,950

繰延税金負債計 △1,950

繰延税金資産の総額 140,884

その他有価証券評価差額金 △6,656

繰延税金負債計 △6,656

繰延税金資産の総額 190,839

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

（単位：％） 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担  

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因  

となった主要な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との差異については、税引前当期純損失を計上して

いるため記載しておりません。 

  

法定実効税率 42.1

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9

住民税の均等割額 6.7

その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.3
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

７．役員の異動 

  該当事項はございません。 

  

  

第29期 
（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

１株当たり純資産額 482.73円 

１株当たり当期純利益金額 12.26円 

１株当たり純資産額 463.19円 

１株当たり当期純利益金額      △15.85円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

                     11.40円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

                       － 円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

  
第29期 

（自 平成15年12月 1日 
至 平成16年11月30日） 

第30期 
（自 平成16年12月 1日 
至 平成17年11月30日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 51,380 △81,041 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式に

係る当期純損失（△）（千円） 
51,380 △81,041 

期中平均株式数（千株） 4,191 5,113 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） 315,043 130,333 

 （うち新株予約権（株）） (315,043) (130,333) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

    ────────     ──────── 
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